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[研究報告要旨]

我が国の人 口の減少がスター トし、都市空間をどうたたんでいくか、つま

りどのように計画的に都市を縮小 していくのかが、都市計画の大きな課題 とな

つている。2014年には「立地適正化計画」とい う新 しい都市計画制度が加わ り、

各地の自治体が検討をスター トした状況にある。我が国の 「都市をたたむ」取

り組みは、理想論 としてのコンパク トシティではなく、現実的な、現場に即 し

た検討が進められる第二段階に入つたと言つてもよく、本研究ではその実相を

基礎 自治体へのインタビュー調査を通 じて明らかにした。

研究では、まず国土交通省等による公開データを用いて立地適正化計画の全

国的な策定状況を明らかにした。多くの自治体で取 り組みについての表明は見

られるものの、具体的な検討を行つている自治体が少ないことが明らかとなつ

た。

ついで、先行的に取り組んでいる熊本市、釧路市、北上市、花巻市の都市の

実態 (①土地利用の実態、②DIDの変化,③人口密度の変化、④人口の変化)を

公開データから明らかにし、インタビュー調査により、都市計画上の課題、立

地適正化計画の策定状況、ゾーニングの設定手法を明らかにした。地域性と都

市計画の蓄積を踏まえて、それぞれの自治体で独特の取り組みが行われている

ことが明らかとなった。

研究の成果として、以上の実態から、立地適正化計画策定にあたつての論点

を、策定のプロセス (「策定のきっかけ0プロセス設計」「都市構造の評価方法・

方針」「都市機能誘導区域の指定」「居住誘導区域の指定」「立地適正化計画策定

後の運用・実現手法の運用」の5段階)と 、5WlHの うち、Whyを 除く5点、す

なわち時期、場所、計画内容、実現手段、主体の項目毎のマ トリックスで整理

し、立地適正化計画の策定にあたって、自治体が考慮すべき「論′点」集として、

21の ジレンマの形でとりまとめた。


